
 

 

 

 

令和4年度指定居宅介護支援事業所集団指導 

令和 5年 3月 17日（金） 

午後 2時 30分～ 
資料 4 

 

 

 

 

 

 

連絡事項 

 

1.介護給付適正化支援システム（給付実績）を活用したケアプラン分析・

検証について 

2.要介護・要支援認定について 

3.主任介護支援専門員更新研修について 

4.介護支援専門員に係る留意事項について 

5.業務継続計画（BCP）について 

6.「ケアプランデータ連携システム」が来春スタート（参考資料） 

 

 

 

 

 

 

南部町 福祉介護課 
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1. 介護給付適正化支援システム（給付実績）を活用し

たケアプラン分析・検証について 

 

（1）システムの概要 

国保連からの「介護給付費データ」と「認定調査票」・「主治医意見書」

の 3 つを突合し適正チェックを行うことで、過誤の可能性が高い給付だけで

はなく、必要性の確認が必要な給付を見つけ出します。 

 

（2）分析・検証の方法 

①不適切と思われる事例をシステムで抽出 

    

②担当のケアマネジャーに、「ヒアリングシート」をメールで送付 

ケアプラン及びサービス内容の確認をお願いします。 

    

③ケアプランの見直し、過誤調整の有無など必要事項を記入 

    

④確認結果をヒアリングシートに記入。介護保険班に提出 

 

（3）活用事例 

・介護サービスの給付がないのに居宅介護支援費を請求している 

→介護サービス事業者の請求の遅れ 

・通所介護の認知症加算が誤って算定されていた 

   →約 30件、15万円の過誤申立てがあった 

・運営指導前に給付実績を確認することで指導時間を短縮 
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2. 要介護・要支援認定について 

要介護・要支援認定は、申請から審査まで 30 日以上かかることが多いた

め、認定結果を待たず、暫定プランにより支援を開始してください。 

 

令和 3年度南部町における認定審査処理日数 

申請→審査（日数） 

30日以内（率） 30日超（率） 平均日数 

24.8% 75.2% 37.53 

 

八戸広域平均 

30日以内（率） 30日超（率） 平均日数 

13.6% 86.4% 40.14 

 

要介護・要支援申請件数は 244件増加し 816件 

更新が 498件で最も多い、変更が 18件増加 

 申請件数 

 新規 更新 変更 転入 介護申請 その他 計 

令和元年度 254件 664件 65件 7件 25件 0件 1,015件 

令和 2年度 258件 224件 62件 3件 25件 0件 572件 

令和 3年度 214件 498件 80件 2件 22件 0件 816件 

前年比 △44件 274件 18件 △1件 △3件 0件 244件 

 

 要介護・要支援認定者数は 48人減少し 1,167人 

 認定率は 17.3％で 0.6 ポイント減（各年度 3月分） 

 第 1号被保険者数 認定者数 認定率 

令和元年度 6,793人 1,208人 17.8％ 

令和 2年度 6,787人 1,215人 17.9％ 

令和 3年度 6,746人 1,167人 17.3％ 

前年比 △41人 △48人 △0.6％ 
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3. 主任介護支援専門員更新研修について 

 介護支援専門員及び主任介護支援専門員に係る法定研修が見直され

ました。～令和 6年度介護保険法改正関係～ 

 

主な変更点 

・権利擁護・意思決定支援の視点の強化（時間数の増加） 

・適切なケアマネジメント手法に関する内容の追加 

・主任介護支援専門員としての実践の振り返りと指導及び支援の実践 

次の（1）から（8）までの講義及び演習のいずれかの科目において、リハ

ビリテーション及び福祉用具の活用に関する事例を用いた演習を行う 

⑴ 生活の継続及び家族等を支える基本的なケアマネジメント 

⑵ 脳血管疾患のある方のケアマネジメント 

⑶ 認知症のある方及び家族等を支えるケアマネジメント 

⑷ 大腿骨頸部骨折のある方のケアマネジメント 

⑸ 心疾患のある方のケアマネジメント 

⑹ 誤嚥性肺炎の予防のケアマネジメント 

⑺ 看取り等における看護サービスの活用に関する事例 

⑻ 家族への支援の視点や社会資源の活用に向けた関係機関との連携が

必要な事例のケアマネジメント 

※介護支援専門員実務研修、更新研修についても同様の演習内容となる 

 

適用日 令和 6年 4月 1日 
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4. 介護支援専門員に係る留意事項について 

１ 介護支援専門員の資格について 

（１）介護支援専門員の有効期間  ５年間 

有効期間満了日は介護支援専門員証に記載されています。 

（２）介護支援専門員証の有効期間が切れた場合 

介護支援専門員として仕事に就くことはできません。 

介護支援専門員の更新研修は年に 1 回のため、各自、県のホームページ

を確認するなどし、研修の受講漏れがないようにしてください。 

 

２ 主任介護支援専門員の資格について 

（１）主任介護支援専門員の資格は更新制  研修終了日から５年間 

有効期間内に「主任介護支援専門員更新研修」を終了しない場合、主

任介護支援専門員の資格は失効します。 

令和３年４月１日以降、居宅介護支援事業所の管理者は、主任介護

支援専門員であることが要件になっていますので、管理者の方は忘れずに更

新研修を受講してください。 

 

３ 介護支援専門員実務研修における実習受入協力事業所登録について 

 介護支援専門員実務研修では、「ケアマネジメントの基礎技術に関する実

習」を行いますが、居宅介護支援事業所が特定事業所加算を取得する要

件として、介護支援専門員実務研修における実習生の受入協力体制を確

保することが必要です。 

特定事業所加算を算定している（算定を予定している）事業所、主任

介護支援専門員が配置され、実習の指導体制が整っている事業所は、実

習受入協力事業所の登録申請を行ってください。実務研修の実習指導者は

主任介護支援専門員更新研修の受講要件でもあります。 
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5. 業務継続計画（BCP）について 

厚生労働省ホームページから、ガイドラインとひな型をダウンロード 

⌂ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞福祉・介護＞介護・高齢者福祉＞介護施設・事業

所における業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修 

 

 

感染症編と自然災害編の【例示入り】を使う 

・感染症ひな型（訪問系） 

・自然災害ひな型（共通） 

・自然災害ひな型（サービス固有） 
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１ 令和６年４月１日から策定が義務化 

利用者がサービス利用を継続する上で、居宅介護支援事業者が重要な

役割を果たすことを踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要 

 

（１）優先業務（災害時にも最低限継続させる業務の洗い出し作業） 

安否確認、ケアプランの見直し 

 

（２）災害発生時の課題 

利用者・家族・サービス事業者との連絡方法 

利用者・家族のほか、地域包括支援センター、サービス事業者、福祉用

具貸与・販売、医療機関など地域との連携も必要になる 

・利用者宅の安全対策 

・利用者の安否確認 

・ケアプランの見直し 

・ケアマネ自身が被災して行動できない場合 

※想定される災害等は地域によって異なるため実態に応じて設定すること 

 

（３）介護サービスの継続から始め、人・物を検討する 

従来の作成手順 

1.基本方針→2.事前準備→3.初動対応→4.業務継続 

事前準備に必要な物や内容が理解しにくい 

 新しい作成順 

1.基本方針→4.業務継続→3.初動対応→2.事前準備 

業務継続のための安否確認、職員の確保、優先業務、必要な物の順

に作成していく 
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２ ひな型の使い方 

２．平常時の対応

　対応主体の決定、計画のメンテナンス・周知、感染疑い事例発生の緊急時対応を見据えた事前準備
を、下記で実施する。

２．１　対応主体

災害対策本部長(理事長　●●　●●)の統括のもと関係部門が一丸となって対応する。

２．２　対応事項

対応事項は以下のとおり。

（１）体制構築・整備①

●全体を統括する責任者：　理事長　●●　●●
　　　　　　　　　　　代行者：　管理者　●●　●●

●役割を認識し、スムーズに活動するために、担当者名/部署名には具体的な氏名、権限と役割を記
載する。推進体制を【様式１】推進体制の構成メンバーに示す。

【様式1】

（１）体制構築・整備②

●報告ルート、報告方法、連絡先等を事前に整理しておく。
ガイドラインの9ページの「新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の報告・情報共有先」を参考に整理
し、連絡リストを作成する。

【補足２】情報共有先別に担当者名を明記する。
【補足３】情報伝達の流れを整理する。
【様式２】施設・事業所外連絡リストを作成する。

【補足2】

【補足3】

【様式2】

２
．
平
常
時
の
対
応

 

 

３ 自然災害ひな型（共通）様式 9 被災時利用者一覧表は必ず作成

し活用する 

様式9：災害時利用者一覧表 (安否確認優先順位) 出典：静岡県介護支援専門員協会。URLは、下記。

発災時に、優先的に安否確認の必要な利用者へ早期の対応ができるように、事業所内で事前に把握しておきましょう。 https://shizuoka-caremane.com/page.php?pid=GR2ZA4P39S

事業所名： 作成：　　　　年　　月　　日

医療・介護 環境 避難 避難所 介護・医療機関

1 人工呼吸器 〇 (高) △△地区 介護　太郎(75) ◇◇市☆☆町(△△自治会) □□病院
高齢世帯、妻は要支援者、古い民家

ALS、ストレッチャー移動、胃ろう、吸引
佐藤

2

3

4

5

優先順位※
No

地域

区分

安否確認

できた日
担当ケアマネ特記氏名　(年齢) 住所(自治会)

想定される避難場所

 

 

 

記入例が黒字で記入済み。必要に応じて修正する 

赤字は施設名等の固有のもので見直しが必要 

青字は作成の解説と手順 

手順に従い補足・様式を作成する 


